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住宅・建築物の低炭素化の検討例 

■ 住宅・建築物 100%現行水準達成■ 住宅・建築物 100%現行水準達成

■ 高効率給湯機 （3400～4100万台） 

■ 住宅 空調の高効率化 （COP4～6に向上） 

■ 建築物 空調の高効率化 （COP3 5に向上）

CO2排出量（万t-CO2） 

■ 建築物 空調の高効率化 （COP3～5に向上）

■ 照明の高効率化 （効率80%向上） 

■ 計測・制御システム（3～8割に普及） 

家電機器 効率改善（ 向上）■ 家電機器の効率改善（35%向上）

■ 業務電気機器の効率改善（45%向上） 

■ 太陽光発電 （3,700～5,000万kW） 

【住宅 建築物分野の削減対策（合計）】

■ 地域熱･廃熱利用 

■ 電力排出係数の改善 

1990年比削減率 【住宅・建築物分野の削減対策（合計）】 

（注）太陽光発電は住宅・建築物に加えて  
   その他分も含む 

1990年比削減率
 家庭部門  －37% 
 業務部門  －27% 
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環境省「低炭素社会構築に向けたロードマップ（2010.3）」より引用 



性能基準⇒性能表示⇒規制導入の流れで、住宅の環境基本性能の向上を

低炭素社会構築に向けたロードマップ検討例 

20102010  20202020  20302030  20402040  20502050  

性能基準 性能表示 規制導入の流れで、住宅の環境基本性能の向上を
図る仕組みを構築。 

次世代基準以上  
新築100% 

ゼロエミ住宅 
新築100% 

ゼロエミ住宅 
普及100% 

項
目 

住宅・機器性
能の向上 

境基本性能 基準 向境基本性能 基準 向

目
標 

総合的環境性
能基準の設定 次世代基準 

（H11） 

環境基本性能の基準の向上環境基本性能の基準の向上

改次世代基準 
（総合化） 

ゼロエミ基準 
（創エネルギー必須化） 

断熱性能から総合的
環境性能の基準へ移

行

行 

程 

性能表示 
住宅ラベリング制度住宅ラベリング制度  

性能表示を資産価値向
上に反映させる仕組み 

新築住宅 
表示義務付

既存賃貸住宅 
流通時表示義務付

既存住宅 
売買時表示義務付

行

表 

流通時表示義務付

省エネ基準の達成の義務化省エネ基準の達成の義務化  
規制導入 

住宅トップランナー制度住宅トップランナー制度  拡大・強化 

省エネ基準の
新築時義務化

次世代基準又は改次世
代基準の新築時義務化 新築時義務化

トップランナー
制度 

トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）  

CAFE（企業平均効率） 
導入

原単位方式見直し 
（機器別総量基準など）
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導入 （機器別総量基準など）

環境省「低炭素社会構築に向けたロードマップ（2010.3）」より引用 



2020年に向けて目標達成のための経済的支援措置充実

低炭素社会構築に向けたロードマップ検討例 

20102010  20202020  20302030  20402040  20502050  

2020年に向けて目標達成のための経済的支援措置充実
地域に密着した中小工務店等の供給体制の充実も必要 

次世代基準以上  
新築100% 

ゼロエミ住宅 
新築100% 

ゼロエミ住宅 
普及100% 

項
目 

省エネ住宅・ 
ゼロエミ住宅
の普及支援 
経済的支援措

目
標 

経済的支援措
置 ゼロエミ住宅補助ゼロエミ住宅補助  

エコ住宅購入・改修の補助制度（継続）エコ住宅購入・改修の補助制度（継続）  

グリーン家電購入の補助制度等（継続）グリーン家電購入の補助制度等（継続）  省エネ省エネ  
パッケージ補助パッケージ補助

単独補助をパッ
ケージ補助へ移行

し、 
自律的普及を促す

行 

程 太陽光発電の固定価格買取制度太陽光発電の固定価格買取制度  

パッケ ジ補助パッケ ジ補助 自律的普及を促す 

税制・優遇融資等支援確立税制・優遇融資等支援確立  取組を経済的に支
援する仕組みの構

築 

表 

リフォーム推進
支援（信頼性
確保） 評判情報提供制度評判情報提供制度  

住宅履歴情報・住宅履歴情報・  
診断情報の取得診断情報の取得  

許可・登録制度見直許可・登録制度見直  

安心してリフォーム
できる体制の整備 

中小工務店の
技術力向上支
援

講習会・研修会等の開催講習会・研修会等の開催  

地域特性に応じた 
住宅の普及 

地域を中心とした省エネ住宅モデル地域を中心とした省エネ住宅モデル
事業・ｾﾞﾛｴﾐ先進住宅事業事業・ｾﾞﾛｴﾐ先進住宅事業

自治体に 
よる支援
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援 事業 ｾ ﾛｴﾐ先進住宅事業事業 ｾ ﾛｴﾐ先進住宅事業よる支援

環境省「低炭素社会構築に向けたロードマップ（2010.3）」より引用 



自治体のCASBEE制度と連携した低金利ローン 
川崎市2006年10月施行：分譲マンション広告にCASBEE川崎の表示義務付け

横浜銀行 
店頭表示金利より 

川崎市2006年10月施行：分譲マンション広告にCASBEE川崎の表示義務付け 

★★★以上で1.2％優遇 
住友信託銀行 
店頭表示金利より 
★★★★ で1 2％優遇★★★★ で1.2％優遇 
★★★★★で1.5％優遇 

 
横浜市2010年4月施行：分譲マンション広告にCASBEE横浜の表示義務付け横浜市2010年4月施行：分譲マンション広告にCASBEE横浜の表示義務付け 
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CASBEE-すまい（戸建） QとLに分けて評価  
Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency

すまいの環境品質 Q QとLを評価 

Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency  

すまいの環境品質 Q 
するための区分 

すまいの環境負荷 L 
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すま の環境負荷



英国の住宅エネルギー性能証書 

エネルギー効率格付け  CO2排出量格付け 
500ポンドまでの省エネ対策 

潜在的潜在的
可能性 

ネ ギ 消費量 C 排出量 ネ ギ 費推計

現状 
500ポンド以上の省エネ対策 

エネルギー消費量・CO2排出量・エネルギー費推計

現状 潜在的可能性 
建築物のエネルギー性能に関する欧州指令
（EPBD)、欧州4カ国訪問調査（2006年7月）時に
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（EPBD)、欧州4カ国訪問調査（2006年7月）時に
英国建築研究所より受領した資料に加筆 



税制優遇 2007~2012 CSH: Code for Sustainable Homes

英国の住宅・建築物のゼロカーボン化ロードマップ 
税制優遇

 

“法定規則2007” 
2007.12 

イングリッシュ・

2007~2012
 

ゼロカーボン住宅への 
登録税・土地税の緩和 

2008 2010 2013

CSH: Code for Sustainable Homes 

CSB: Code for Sustainable Buildings 

イングリッシュ・

パートナーシップ1)の 

事業における基準 
 

“品質戦略” 2007.11 

2008~
 

CSHのLv.3 
を要求 

2010~
 

CSHのLv.4を要求 
          （案） 

2013~ 
 

CSHのLv.6を要求（案） 

公共住宅基金 
 

“住宅公団: 設計と品質 
の戦略”  2007.04 

2008~ 
 

CSHのLv.3を要求 

2011~ 
 

CSHのLv.4を要求   
                  （予定） 

2014~ 
 

CSHのLv.6を要求（予定） 

建築基準(CSH) 
 

“より環境に優しい 
 未来を創る：政策提言” 

2007 07

2010~ 
 

新築住宅CO2を 
25%改善（2006年比） 

2013~ 
 

新築住宅CO2を 
44%改善（2006年比） 

2016~ 
 

新築住宅を 
ゼロカーボン化（提案） 

2007.07

建築基準(CSB) 
 

“2008予算報告書” 

（提案） （提案）

2016~ 
 

新築学校
をゼロ

2018~ 
 

新築公共
建築をゼ

2019~ 
 

新築建築を 
ゼロカーボン化

1) イングリッシュ・パートナシップとは、都市再生を目的とした中央政府系機関で、日本の都市再生機構に相当する

2007 

2008.05

2010 2013 2016 2019 

カーボン 
（提案） 

建築を
ロカーボン 
（提案） 

ゼロカーボン化 
（提案） 
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) イングリッシ ナシッ 、都市再 を目的 中央政府系機関 、 本 都市再 機構 相当する

（出典： UK-GBC, “Zero Carbon Task Group Report”, 2008.05 を和訳） 



ゼロカーボン住宅モデル事業 

英国政府の目標 ”2020年までに300万戸のゼロカ ボン住宅を建てる”英国政府の目標： 2020年までに300万戸のゼロカーボン住宅を建てる

⇒ ”The Lighthouse”（2008年完成）が初 

① 採風口 

② 太陽熱 光パネル② 太陽熱・光パネル 

③ 高断熱外皮 

④ バイオマスボイラー 
⑤ 節水設備・雨水利用システム
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⑤ 節水設備 雨水利用システム

（出典：British Research Establishment） “The Lighthouse”の外観（2009.4撮影） 



ライフサイクルカーボンマイナス住宅研究開発委員会 
太陽光発電、太陽熱給湯、 
バイオマス利用でCO2削減

建設段階 運用段階 改修・解体段階

建設 資材製造 運用 改修・修繕・建替 解体 資材輸送 

従来の住宅 

建設段階 運用段階 改修 解体段階

建設段階 太陽光発電、

量
 運用段階 

陽 、
太陽熱給湯、
バイオマスに
よるCO2削減 

O
2排

出
量

［
t-C

O
2］

 

LCCM住宅 改修・解体段階 LCCM住宅（つくば）、2011年完成予定 
国土交通省住宅局の研究

C
O ［

0 
建設 解体 改修 改修 

国土交通省住宅局の研究
開発事業として「ライフサ
イクルカーボンマイナス住
宅研究開発委員会（村上
周三委員長）」が2009年
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時間［年］ 
周三委員長）」が2009年
に発足、3か年計画で研究
開発中   



ライフサイクルカーボンマイナス住宅事例（高知県梼原町） 
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モデル住宅（梼原町下組）2010年2月完成 モデル住宅（梼原町松原）2010年2月完成 
健康文化の里・環境モデル都市ゆすはらモデル住宅パンフレット（2010年5月発行）より 



12 Ikaga Lab., Keio University 
健康文化の里・環境モデル都市ゆすはらモデル住宅パンフレット（2010年5月発行）より 



④地方都市・街なか①都市圏都心部

住まいとまちづくりが住民の健康に与える影響の調査 

④地方都市 街なか①都市圏都心部
東京都千代田区など 

長野県小布施町 長野県小布施町 
②都市圏郊外住宅地 

⑤地方都市郊外・農山村 

福岡県北九州市 福岡県北九州市 

高知県梼原町 高知県梼原町 

国土交通省住宅局「豊かな住生活の実現に向けて（平成

東京都多摩NTなど 

③都市圏ニュータウン 
18年）」に示された5つの都市類型を参考に住まいとまち
づくりが住民の健康に与える影響をアンケート調査 

国土交通省 健康維持増進住宅研究委員会（村上周三
健康 推進部会 香賀俊治部会
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委員長） 健康コミュニティ推進部会（伊香賀俊治部会長
、白石靖幸幹事）2010年3月より 



住宅 地域計7項目 計19項目

住まいとまちづくりが住民の健康に与える影響の調査項目 

大項目 小項目 
① 空気質

大項目 小項目 
1. 医療機関  ・医療サービス 医療機関          etc. 

住宅 地域計7項目 計19項目

住宅性能

② 日当たり 
③ 風通し 
④ 夏の涼しさ

2. 交通・モビリティ バス             etc. 
3. 自然環境 空気質環境         etc. 
4 公共施設 運動施設 etc住宅性能 ④ 夏の涼しさ

⑤ 冬の暖かさ 
⑥ 遮音性能 

4. 公共施設 運動施設               etc. 
5. 防犯・防災 防犯活動                etc. 
6. まちづくり ・すまいづくり バリアフリー化            etc. 

⑦ バリアフリー化 7. つきあい・ネットワーク 近所づきあい             etc. 

健康 計42項目
大項目 小項目 

1. 栄養・食生活 食事       etc. 

健康 計42項目

2. 身体活動・運動 年齢相応体力 etc. 
3. 休養 ・心の健康づくり 主観的健康感 etc. 
4 医療・健診 検診 etc.

体
心

国土交通省 健康維持増進
住宅研究委員会（村上周三委
員長） 健康コミュニティ推進
部会（伊香賀俊治部会長 白

14 Ikaga Lab., Keio University 

4. 医療 健診 検診       etc.
5. タバコ・酒  タバコ                etc. 

体
心 部会（伊香賀俊治部会長、白

石靖幸幹事）2010年3月より 



室内通風環境 
年齢相応体力

住まいとまちづくりが住民の健康に与える影響 

身体的健康 
室内環境 

室内音環境 
室内温熱環境 
室内空気質

年齢相応体力 
体の痛み 

29e.39 
健康の 
決定係数 

精神的健康

室内空気質 生活満足度 
仕事満足度 

経済的満足度

.29 
健康 健康 

屋外環境
屋外空気質 
屋外音環境

.54 
e

精神的健康

子育て施設

経済的満足度 
町に対する誇り 
主観的健康感 .21 

屋外環境屋外音環境 
水域環境 .70 

社会的健康

子育て施設 
文化施設 

運動施設 
地域活動・ボラ
ンティア活動 

住まい・ 
まちづくり 
住まい・ 

まちづくり 施設整備 .60 
バリアフリー 

近所づきあい 

地域の祭り 

「市民の健康」の29％を「住宅・コミュニティ」が規定 .97 
「室内環境」 「社会支援」の満足度が高いことが

地域活動 
防犯・防災対策 

社会支援

歯科 院
.49 

「室内環境」、「社会支援」の満足度が高いことが
「健康」の向上につながっている 

北九州市（920件）・梼原町（977件）・小布施町（596件）の壮青年期、
高齢期のアンケート調査の共分散構造分析の結果
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医療施設 
歯科医院

医療機関 

高齢期のアンケ ト調査の共分散構造分析の結果

国土交通省 健康維持増進住宅研究委員会（村上周三委員長） 健康コ
ミュニティ推進部会（伊香賀俊治部会長、白石靖幸幹事）2010年3月より 



■断熱・気密住宅の購入者(回答者数117人)
住宅の断熱性能向上による健康維持効果 

■断熱・気密住宅の購入者(回答者数117人)
■2009/11/23~2009/11/26 

毎年、風邪を何回引きますか？  

無断熱 断熱気密 

□2回以上 □1回 □引かなか た □2回以上 □1回 □引かない

以前 現在 
□2回以上 □1回 □引かなかった □2回以上 □1回 □引かない

16 Ikaga Lab., Keio University 

江口里佳・伊香賀俊治・村上周三・水石 仁「健康維持便益を考慮した住宅の断熱・気密化の投資評価」
日本建築学会大会学術講演梗概集、2010.09 



(平均的に受けられる罹患率の低下)

住宅の断熱性能向上による健康維持効果（罹患率の低下） 

症状の有無についてのアンケートで数値化既往データ**

(平均的に受けられる罹患率の低下)

＝ （平均罹患率［%］）×（断熱向上による罹患率の減少［%/%］ ） 

症状の有無に いてのアンケ トで数値化既往デ タ

疾病*  平均的に受けられる罹患率の低下[%] 

1)風邪 29 1)風邪 29 
 2)季節性鬱  8.4×10‐2 
 3)気管支炎   2.0×10‐1 

乾燥 ピ 4)乾燥・アトピー  3.8×10‐2 
 5)リウマチ   1.2×10‐1 
6)不眠症 9.26)不眠症 9.2 

 7)急性疾患   （入院）4.3×10‐2 
（死亡）2.0×10‐2 

8)溺事故（入浴中） （死亡）8 8 10 4

*田中他：1979年以降の新季節病のカレンダー, 日本生気象学会, Vol.33,No.3から冬季疾病選出 
**既往データの利用・・・厚生省「平成10年 国民生活基礎調査の概況」(1998) など 
総務省 統計局「社会生活統計指標 都道府県の指標 2009」(2009’1);2006年度死因別死亡者数

 8)溺事故（入浴中） （死亡）8.8×10‐4 
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住宅の断熱性能向上による健康維持効果の経済価値 

断熱 気密住宅における罹患率低下断熱・気密住宅における罹患率低下
による便益： 9,400［円/（人・年）］ （暫定値） 
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用

光熱費削減のみでは投資回収年数は25年 
疾病予防の便益を加味すれば16年で投資回収が可能となる 

投資回収年数 
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